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参考資料１ 「国内航空分野における参入規制緩和の経緯」および「4５・４７体制」

　昭和61年の運輸政策審議会答申にて廃止された国内定期航空運送事業者の参入制度であり、昭和45年閣議了解・昭和

47年大臣通達のためこう呼ばれる。この制度下では、JALは国際線と国内幹線、ANAは国内幹線とローカル線、JASは国

内ローカル線との割り振りとなっていた。（幹線：札幌、東京、大阪、福岡および那覇）

「4５・４７体制」
出典：国土交通省
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参考資料２ 交通政策基本法案

　国土交通省では、今後の人口減少・少子高齢化の進展、地球温暖化対策等の諸課題に対応するため、交通政策全般にか

かわる課題、交通体系のあるべき姿、交通に関する基本的な法制度や支援措置のあり方などについて検討を行うこととし、

2009年11月に交通基本法検討会を立ち上げ、各地の交通関係者や利用からヒアリングを行った。

　航空連合は2010年4月14日の第９回検討会でヒアリングを受けた。同年６月には「交通基本法の制定と関連施策の充

実に向けた基本的な考え方（案）」が取りまとめられた後に、国土交通省交通政策審議会・社会資本整備審議会　交通基本

法案検討小委員会が設置され、法案化に向けた具体的な検討が進められた。

　その中で「移動権の保障」については、法律面・行政面・社会的実態面から検討を行い、また地方公共団体、事業者な

どに対するアンケートを実施した結果、法案に ｢移動権の保障｣ を規定することは時期尚早と判断された。

　2011年１月に「交通基本法案の立案における基本的な論点について」の報告書が取りまとめられ、同年３月８日に交

通基本法案が閣議決定され、政府提出法案として第177回国会に提出されたが、その３日後に東日本大震災が発災した

ために棚上げされた。

　2012年８月７日、第180回国会の衆議院国土交通委員会では法案主旨説明、同月22日の同委員会では参考人質疑が

行われたが、2012年12月の衆議院解散によって廃案となった。

　その後、政権再交代を受け、国土交通省は「交通政策基本法案」として、再提出を検討するものの、見込みが立たず、

2013年６月13日、民主・社民両党の議員立法として「交通基本法案」が183回通常国会に提出された。

　政府は2014年11月１日、提出を検討していた「交通政策基本法案」を閣議決定し、内閣提出法案として第185回国

会に提出し、11月27日、参議院本会議で可決・成立し、12月４日から施行された。

　なお、今回の法案には、民主党国土交通部門会議等で航空連合が要望した「航空保安の強化」に関する内容が、衆議院、

参議院の附帯決議として採択されている。

参
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資
料

出典：国土交通省
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参考資料３ （概要）交通政策審議会 航空分科会 基本政策部会とりまとめ

出典：国土交通省
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骨太：経済財政運営と改革の基本方針2016（骨太方針2016）
成長：日本再興戦略2016（成長戦略2016）
一億：ニッポン一億総活躍プラン

骨太方針、成長戦略、一億総活躍プラン（航空関係部分抜粋）

【首都圏空港の機能強化関係】

• 羽田空港の飛行経路の見直し、成田空港の抜本的な容量拡大等（骨太、成長、一億）

【観光ビジョンの実現と地方創生のための航空ネットワークの拡大関係】

○ 国際拠点空港の早期整備・活用（骨太、成長）
• 羽田空港の飛行経路の見直し、成田空港の抜本的な容量拡大等（骨太、成長、一億） 【再掲】
• 関西空港、中部空港のLCC専用ターミナル整備（成長） 等

○ 地方空港のゲートウェイ機能強化・ＬＣＣ就航促進（骨太、成長、一億）
• 地方空港の国際線着陸料の軽減（成長）
• 新千歳空港の発着枠拡大（成長）
• コンセッションの推進（北海道における複数空港の一体運営の推進など） （骨太、成長、一億）
• 到着時免税店制度の研究・検討（成長） 等

○ 「地方創生回廊」の完備（骨太、成長、一億）
• ゲートウェイから地方、地方と地方を結ぶ低廉かつ持続可能な航空網の構築（成長）

○ ビジネスジェットの受入環境改善（成長）

【セキュリティ・セイフティの万全な確保関係】
• ボディスキャナーの導入（成長）
• 小型無人機（ドローン）の産業利用拡大に向けた環境整備（骨太、成長、一億）

安倍内閣３年間の成果

戦略的なビザ緩和、免税制度の拡充、出入国管理体制の充実
航空ネットワーク拡大など、大胆な「改革」を断行。

・訪日外国人旅行者数は、２倍増の約2000万人に

・訪日外国人旅行消費額は、３倍増の約３.５兆円に

（2012年） （2015年）

836万人 ⇒ 1,974万人

１.1兆円 ⇒ ３.5兆円

「明日の日本を支える観光ビジョン―世界が訪れたくなる日本へ―」

（平成28年3月30日 明日の日本を支える観光ビジョン構想会議）（抄）

最先端技術を活用した革新的な出入国審査等の実現

（中略）
○ 出発時の航空保安検査に係る旅客の負担を抑え、検査の円滑
化を図りつつ厳格化を実現するため、以下の取組みを実施。

・欧米等で導入が進んでいる先進的な保安検査機器（ボディスキャ
ナー）を導入
（2016 年度に成田・羽田・関西・中部に導入し、2020 年度までに主
要空港へ順次拡大）

「地方創生回廊」の完備

○ 新幹線、高速道路などの高速交通網を活用した「地方創生回
廊」の完備に向け、以下の取組みを実施。
（中略）

・新幹線開業、コンセッション空港の運営開始、交通結節点の機能
高度化等と連動し、観光地へのアクセス交通の充実等により、地方
への人の流れを創出
（後略）

地方空港のゲートウェイ機能強化とLCC 就航促進

○地方空港のゲートウェイ機能強化とLCC 就航促進に向け、以下
の取組みを実施。

・複数空港の一体運営（コンセッション等）の推進（特に北海道）

・地方空港の着陸料軽減を実施

・首都圏空港の容量拡大（羽田空港の飛行経路の見直し 等）

・首都圏におけるビジネスジェットの受入環境の改善

・地方空港のLCC・チャーター便の受入促進（グラハン要員の機動
的配置を可能にする基準の柔軟化、CIQ 機能の強化、地方空港
チャーター便の規制緩和、操縦士・整備士の養成・確保 等）

・コンセッション空港等における到着時免税店制度の研究・検討

・新規誘致に係るJNTO の協働プロモーション支援

視点３.すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫できる環境に

新たな目標値

（2020年） （2030年）

4,000万人 ⇒ 6,000万人

8兆円 ⇒ 15兆円

「明日の日本を支える観光ビジョン」（新たな目標値／航空関係部分抜粋）

参考資料４ 骨太方針、成長戦略、一億層活躍プラン 航空関係部分抜粋

出典：国土交通省
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３０

出典：空港管理状況調書（国土交通省航空局）
※発着回数は着陸回数の２倍とした。

（万人） （万回）

国内主要空港の利用状況（平成２７年度）

出典：国土交通省航空局作成

国際線

（万人）

国内線
（万人）

ＬＣＣ旅客者数の推移（平成２７年度）

参考資料５ ＬＣＣ旅客数・シェアの推移（国内線、国際線）

出典：国土交通省
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新たな国際連帯の考え方

飢餓や感染症などのグローバルな課題へ対応する必要性

財源・資金の考え方

ODAでは不十分

新たな資金調達の考え方

革新的な資金調達のしくみが必要

国際連帯税の導入

中期的かつ安定的に税収
が見込まれる【外務省】

航空券連帯税

国際連帯税の検討経緯・考え方 【航空連合の考え】

航空券連帯税の導入には反対

金融取引税

など

国際連帯の取り組み自体は否定しない
新たな財源の必要性は検証が必要
財源の使途については透明性を確保すべき

手段のひとつである「国際連帯税」のみに
議論が集中していることは問題
国民的議論や関係者への理解促進が必要

航空券連帯税は、受益と負担の関係が
不明確
先進主要国を除く一部の国の導入実績
のみで判断すべきではない

参考資料６ 国際連帯税（航空券連帯税）

出典：外務省

【航空連合作成】
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参考資料７ 社会資本整備事業特別会計　空港整備勘定

　航空ネットワークの基盤作りのため、昭和45年に空港整備に係る特定財源として空港整備特別会計が作られた。空港

使用料や航空機燃料税といった利用者・事業者負担を主な財源とし、それらを一旦特別会計という大きな財布にいれ、そ

こから各空港の整備費を捻出するというプール制を取っている。空港を作りネットワークが拡充すると、歳入規模が大き

くなり新たな投資原資が生まれるため、ネットワークの構築期には有効なスキームである。一方、国内の空港が概成し、

空港整備がネットワークの拡充から質の向上に力点が移った現在では、適切な規模の利用者負担を効率的・効果的に運用

することが求められており、歳入と歳出の関係が不透明となるプール制は問題が大きい。

　また平成20年度より、行政改革推進法で示された特別会計改革によって、空港整備特別会計とその他４特別会計（道

路整備、治水、港湾整備、都市開発資金融通）が統合され、社会資本整備事業特別会計となった。勘定区分として、道路

整備、治水、港湾、空港整備、業務の５勘定が設けられ、特会法に基づき、平成25年には社会資本整備事業特別会計に

関して、原則廃止され、一般会計化された。

　しかし、平成24年１月に閣議決定された「特別会計改革の基本方針」に基づき、空港整備勘定については、空港経営

改革の取り組みや、羽田空港の債務の返済状況を見極めるまでの間、自動車安全特別会計の下に経過勘定を設置し、現在

に至っている。

出典：国土交通省
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２３

   （　　歳　　　入　　）  （　　歳　　　出　　）

歳 入 合 計

他会計
からの受入

空港整備勘定
自己財源

歳 出 合 計

純粋一般財源
450(11.1)

航空機燃料税
533(13.1)

着陸料等収入
866(21.3)

航行援助施設
利用料収入
1,396(34.4)

雑収入等
818(20.1)

４，０６４億円

983
(24.2)

3,081
(75.8)

成田空港
47(1.2)

羽田空港
613(15.1)

関西空港等
38(0.9)

中部空港
29(0.7)

一般空港等
922(22.7)

航空路整備
346(8.5)

空港周辺
 環境対策
  36(0.9)

維持運営費等
1,977(48.7) ４，０６４億円

離島航空
 事業助成
  49(1.2)

空港経営
　改革推進

6(0.1)

○空港整備勘定の歳入・歳出規模（平成29年度概算要求額）

○空港整備勘定のしくみ

航空事業者等

雑収入等

空港整備勘定
空港関係
都道府県

空港関係
市町村

（単位：億円）

平成２９年度概算要求額 ４，０６４億円

２／１３→２／９

１／５ ４／５

１１／１３→７／９

航空機燃料税

８１８

（注）１．計数は端数処理の関係で合計額に合致しない。

空港使用料

着陸料等
航行援助施設利用料

２，２６３

（注）２． は平成２９年度から３ヵ年の特例措置の延長を要望。

一般会計

航空機燃料税
５３３

一般財源
４５０

本則 26,000円/kℓ → 18,000円/kℓ
離島路線 19,500円/kℓ → 13,500円/kℓ
沖縄路線 13,000円/kℓ → 9,000円/kℓ

航空機燃料譲与税

（注）計数は端数処理の関係で合計額に合致しない。

参考資料８ 平成28年度国土交通省航空局関係予算概算要求額

出典：国土交通省
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骨太：経済財政運営と改革の基本方針2016（骨太方針2016）
成長：日本再興戦略2016（成長戦略2016）
一億：ニッポン一億総活躍プラン

骨太方針、成長戦略、一億総活躍プラン（航空関係部分抜粋）

【首都圏空港の機能強化関係】

• 羽田空港の飛行経路の見直し、成田空港の抜本的な容量拡大等（骨太、成長、一億）

【観光ビジョンの実現と地方創生のための航空ネットワークの拡大関係】

○ 国際拠点空港の早期整備・活用（骨太、成長）
• 羽田空港の飛行経路の見直し、成田空港の抜本的な容量拡大等（骨太、成長、一億） 【再掲】
• 関西空港、中部空港のLCC専用ターミナル整備（成長） 等

○ 地方空港のゲートウェイ機能強化・ＬＣＣ就航促進（骨太、成長、一億）
• 地方空港の国際線着陸料の軽減（成長）
• 新千歳空港の発着枠拡大（成長）
• コンセッションの推進（北海道における複数空港の一体運営の推進など） （骨太、成長、一億）
• 到着時免税店制度の研究・検討（成長） 等

○ 「地方創生回廊」の完備（骨太、成長、一億）
• ゲートウェイから地方、地方と地方を結ぶ低廉かつ持続可能な航空網の構築（成長）

○ ビジネスジェットの受入環境改善（成長）

【セキュリティ・セイフティの万全な確保関係】
• ボディスキャナーの導入（成長）
• 小型無人機（ドローン）の産業利用拡大に向けた環境整備（骨太、成長、一億）

安倍内閣３年間の成果

戦略的なビザ緩和、免税制度の拡充、出入国管理体制の充実
航空ネットワーク拡大など、大胆な「改革」を断行。

・訪日外国人旅行者数は、２倍増の約2000万人に

・訪日外国人旅行消費額は、３倍増の約３.５兆円に

（2012年） （2015年）

836万人 ⇒ 1,974万人

１.1兆円 ⇒ ３.5兆円

「明日の日本を支える観光ビジョン―世界が訪れたくなる日本へ―」

（平成28年3月30日 明日の日本を支える観光ビジョン構想会議）（抄）

最先端技術を活用した革新的な出入国審査等の実現

（中略）
○ 出発時の航空保安検査に係る旅客の負担を抑え、検査の円滑
化を図りつつ厳格化を実現するため、以下の取組みを実施。

・欧米等で導入が進んでいる先進的な保安検査機器（ボディスキャ
ナー）を導入
（2016 年度に成田・羽田・関西・中部に導入し、2020 年度までに主
要空港へ順次拡大）

「地方創生回廊」の完備

○ 新幹線、高速道路などの高速交通網を活用した「地方創生回
廊」の完備に向け、以下の取組みを実施。
（中略）

・新幹線開業、コンセッション空港の運営開始、交通結節点の機能
高度化等と連動し、観光地へのアクセス交通の充実等により、地方
への人の流れを創出
（後略）

地方空港のゲートウェイ機能強化とLCC 就航促進

○地方空港のゲートウェイ機能強化とLCC 就航促進に向け、以下
の取組みを実施。

・複数空港の一体運営（コンセッション等）の推進（特に北海道）

・地方空港の着陸料軽減を実施

・首都圏空港の容量拡大（羽田空港の飛行経路の見直し 等）

・首都圏におけるビジネスジェットの受入環境の改善

・地方空港のLCC・チャーター便の受入促進（グラハン要員の機動
的配置を可能にする基準の柔軟化、CIQ 機能の強化、地方空港
チャーター便の規制緩和、操縦士・整備士の養成・確保 等）

・コンセッション空港等における到着時免税店制度の研究・検討

・新規誘致に係るJNTO の協働プロモーション支援

視点３.すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫できる環境に

新たな目標値

（2020年） （2030年）

4,000万人 ⇒ 6,000万人

8兆円 ⇒ 15兆円

「明日の日本を支える観光ビジョン」（新たな目標値／航空関係部分抜粋）

参考資料９ 「明日の日本を支える観光ビジョン」新たな目標値／航空関係部分抜粋

出典：国土交通省
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３１

（注）日本政府観光局(JNTO)公表の訪日外客数は、国籍に基づく法務省の出入国管理統計による外国人正規入国者から、
日本を主たる居住国とする永住者等の外国人を除き、これに外国人一時上陸客等を加えた入国外国人旅行者のことである。

駐在員やその家族、留学生等の入国者・再入国者は訪日外客に含まれる。なお、上記の訪日外客数には乗員上陸数は含まれない。

入国外国人空港等別割合（平成２７年度）

ソウル：３便

青森空港

香港：７便 ソウル：６便 上海：７便

香港：２便 ソウル：３便 高雄：３便

熊本空港（３都市８便）

ソウル：５便 大連・北京：５便
台北：９便 上海・成都：７便
香港：５便

広島空港（７都市３１便）

ソウル：３便 上海：２便 香港：３便 台北：４便

バンコク：７便 北京：５便 釜山：６便
天津：２便 グアム：２便 香港：１０便
ホノルル：３便 ソウル：２８便
上海：１０便 高雄：５便 台北：２５便
クアラルンプール：４便
ユジノサハリンスク：２便

新千歳空港（１３都市１０９便）
2011年から2016年の地方空港に
おける定期国際旅客便の増加
４８５便→８１４便（約７割増加）

ソウル：３便 上海：４便 台北：５便

小松空港（３都市１２便）

ソウル：３便

米子空港

ハルビン：３便 ソウル：５便
上海：２便

新潟空港（３都市１０便）

上海・北京：２便 グアム：２便 ソウル：４便 台北：２便

仙台空港（５都市１０便）

ソウル：３便 台北：３便 香港：２便

宮崎空港（３都市８便）

ソウル：３便 上海：４便 台北：６便

高松空港（３都市１３便）

2016年夏期当初の定期旅客便数。（時刻表をもとに航空局作成）
便数は週当たりの往復便数。就航都市数には経由地も含む。

上海：２便

バンコク：７便 釜山：４９便 グアム：７便
香港：２１便 ホノルル：５便 ソウル：９１便
上海：３８便 高雄：５便 台北：３５便

シンガポール：７便 ハノイ：２便 ホーチミン：２便
マニラ：１０便 広州：２便 マカオ：４便

上海・武漢：７便 バンコク・シンガポール：７便
青島・北京：７便 大連・北京：７便 台北・香港：７便
南京・成都：３便

福岡空港（２１都市３２３便）

ソウル：４便

大分空港

台北：４便 上海：３便 北京：３便

旭川空港（３都市１０便）

上海：８便 台北：４便 抗州：３便
深圳：２便 揚州・成都：２便

ソウル：３便 上海：２便
台北：４便 大連：２便

富山空港（４都市１１便）

ソウル：３便 上海：３便

佐賀空港（２都市６便）

天津：２便 台北：１０便
北京：２便 杭州：２便

函館空港（４都市１６便）

杭州：４便 南京：２便 寧波：２便 ソウル：３便
上海・武漢：７便 台北：４便 天津：２便 温州：２便

静岡空港（９都市２６便）

ソウル：３便 上海：２便

松山空港（２都市５便）

岡山空港（３都市２０便）

北京：４便 釜山：３便 香港：２４便
ソウル：４０便 上海：２１便 台中：２便
杭州：４便 台北：４９便 天津：４便

那覇空港（９都市１５１便）

長崎空港

空港名：2011年→2016年
新千歳空港：9都市49便→13都市109便
福岡空港：18都市185便→21都市323便
那覇空港：4都市30便→9都市151便

台北：２便

新石垣空港

茨城空港（６都市１９便）

鹿児島空港（４都市１２便）

地方空港における国際航空ネットワークの展開

参考資料10 地方空港における国際航空ネットワークの展開

出典：国土交通省

参考資料11 羽田空港の拡張に係る借入金の償還について

出典：国土交通省
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地公体の元本償還

財 投 の
支払利子

財 投 の 元 本 償 還

借入金の償還額・残高の推移

借入金の残高
（右軸）

支払総額

戦略３：「民間の知恵と資金」を活用した空港経営の抜本的効率化
２－２： 公租公課も含めた空港整備勘定の各歳入・歳出のあり方の見直し

今後は、空港整備勘定の抜本的な見直しとして、小型機の着陸料を可能な
限り軽減するなど、時代の要請に応えた着陸料体系を構築する。これを実
現するため、（中略）羽田の沖合展開や4 本目の滑走路の整備のため借り

入れた財政投融資の償還金の減少による空港整備勘定の財務改善効果
の活用を検討する。

国土交通省の成長戦略 （抄）
（平成２２年５月１７日 国土交通省成長戦略会議）
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参考資料12 空港別収支 2014年度

●北九州

6

[乗降客数]

1,000万人200万人

赤
字

黒
字

５０億

△３０億

３７０億

～～

△１０億

～～

7,000万人

～～ ～～

航空系事業の収支（EBITDA）と乗降客数について

[

平
成
26
年
度
：航
空
系
事
業
の
収
支
（
Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ

）]

１０億

～～

※注１：「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）≒経常損益＋支払利息＋減価償却費」。各空港が1年間の営業を通じて得られるキャッ
シュフロー（実質的な利益水準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもののひとつ。平成23年度に開催された「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切
に把握するための資料として提案された指標。
※注2：航空系事業の収支は、空港整備に係る経費を費用及び純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上した損益を基礎として算出し、作成したもの。
※注3：八尾空港は前年度に引き続き乗降客数がゼロのため、記載していない。

●丘珠

●新潟

●三沢

●稚内

●岩国

●美保

●釧路

●徳島

●高知

●函館

●小松

宮崎 ●

熊本
●広島

●

鹿児島

●那覇

●新千歳

●福岡

●東京国際

●百里

●大分
松山 ●

●高松

●仙台

●

●

長崎

赤字：１８空港

黒字：８空港

[乗降客数]

1,000万人200万人

赤
字

黒
字

１４０億

△５０億

７９０億

～～

△１０億

～～

6,000万人

～～ ～～

１０億

～～

「航空系事業＋非航空系事業」の収支（EBITDA）と乗降客数について

[

平
成
26
年
度
：「航
空
系
事
業
＋
非
航
空
系
事
業
」の
収
支
（
Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ

）]

※注１：「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）≒経常損益＋支払利息＋減価償却費」。各空港が1年間の営業を通じて得られるキャッ
シュフロー（実質的な利益水準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもののひとつ。平成23年度に開催された「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切
に把握するための資料として提案された指標。
※注2：航空系事業の収支は、空港整備に係る経費を費用及び純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上した損益に基づきに算出し作成したもの。また、非航空系事業の収支は、空港関連事
業（旅客、貨物ターミナルビル事業者及び駐車場事業者）の損益を単純合算したものを基礎として算出し作成したもの。
※注3：八尾空港は前年度に引き続き乗降客数がゼロのため、記載していない。

●丘珠

●稚内

●三沢

●百里

●美保

● 釧路

●徳島

●新潟

● 高知

●高松

●

函館

●大分

●小松
●広島

●宮崎
●長崎

●

●鹿児島

●那覇

●新千歳

●福岡

●東京国際

●北九州

● 岩国

松山 ●

熊本

～～

４０億

●仙台

黒字：１８空港

赤字：８空港

出典：国土交通省
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参考資料13 民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律案

出典：国土交通省
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参
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３２

国管理空港の運営委託（コンセッション）に関する検討状況

滑
走
路
・ビ
ル
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資
産
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査
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ュ
ー
デ
ィ
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ス
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定
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ス

Ｐ
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Ｉ
法
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針
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表

運
営
開
始

民
間
投
資
意
向
調
査

（
マ
ー
ケ
ッ
ト
サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
）

【全体スケジュール（予定）】 個別空港ごとの取組

仙台空港 H25 H25.11～ H26.4 H26.6～ H28.7～

高松空港 ～H26 H27.10～ H28.7 H28.9～ H30.4～

福岡空港 ～H27 H28.7～ H29.3 H29.5～ H31.4～

仙台空港

国
新関空
会社

国 北海道 帯広市 旭川市

(*)丘珠空港は、国
管理ではあるが、防
衛省との共用空港

仙台空港 関西空港 伊丹空港

東急グループ
前田建設
豊田通商

オリックス
ヴァンシ（仏）

他

神戸空港

神戸市
（※）

運営権

関西エアポート
株式会社

仙台国際空港
株式会社

運営権

出資 出資

新千歳 函館 釧路 稚内 中標津 女満別 紋別

奥尻 利尻 礼文

帯広 旭川

民間事業者

丘珠
(*)

運営委託（コンセッション）のスキーム

（※）神戸空港のコンセッションが実施される場合、運営権者（関西エ
アポート株式会社）は、神戸空港の運営権獲得に向けた交渉がで
きるとされている。

３２

国管理空港の運営委託（コンセッション）に関する検討状況
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Ｉ
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査

（
マ
ー
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ウ
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ィ
ン
グ
）

【全体スケジュール（予定）】 個別空港ごとの取組

仙台空港 H25 H25.11～ H26.4 H26.6～ H28.7～

高松空港 ～H26 H27.10～ H28.7 H28.9～ H30.4～

福岡空港 ～H27 H28.7～ H29.3 H29.5～ H31.4～

仙台空港

国
新関空
会社

国 北海道 帯広市 旭川市

(*)丘珠空港は、国
管理ではあるが、防
衛省との共用空港

仙台空港 関西空港 伊丹空港

東急グループ
前田建設
豊田通商

オリックス
ヴァンシ（仏）

他

神戸空港

神戸市
（※）

運営権

関西エアポート
株式会社

仙台国際空港
株式会社

運営権

出資 出資

新千歳 函館 釧路 稚内 中標津 女満別 紋別

奥尻 利尻 礼文

帯広 旭川

民間事業者

丘珠
(*)

運営委託（コンセッション）のスキーム

（※）神戸空港のコンセッションが実施される場合、運営権者（関西エ
アポート株式会社）は、神戸空港の運営権獲得に向けた交渉がで
きるとされている。

参考資料14 国管理空港の運営委託（コンセッション）に関する検討状況・運営委託のスキーム

出典：国土交通省
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羽田空港機能強化に係る環境影響等に配慮した方策

○ 「第４回首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会」（平成28年7月28日）において、関係自治体からの
要望や住民意見等も踏まえた、環境影響等に配慮した方策を関係自治体に提示した。

○ 関係自治体は、提示された方策が環境影響等に配慮したものであると評価した。

運用の工夫

南風時の新到着経路に係る進入開始高度の
引き上げ

南風時の新たな滑走路運用に係る使用便数
の調整によるＢ滑走路からの出発機の便数の
削減（24機⇒20機）

北風時の新出発経路に係る朝の運用時間の
後ろ倒し（6:00～10:30⇒7:00～11:30）

安全対策

外国航空機を含めた安全対策の徹底

落下物対策の徹底・強化

その他

住民への引き続きの丁寧な情報提供

環境対策

騒音に配慮した料金体系の導入による低騒
音機の導入促進

学校・病院等の防音工事（防音工事実施基
準の見直し）

北風時の現行到着経路に係る富津沖海上ルートの
更なる活用

（２）現行飛行経路

（１）新飛行経路

羽田空港における滑走路運用・飛行経路の見直し

現出発経路現到着経路（好天時） 現到着経路（悪天時）

※経路の点線は約6,000ft以上を想定

新到着経路（好天時） 新出発経路到着経路（悪天時）

※経路の点線は約6,000ft以上を想定

（離陸・着陸合計：９０回／時）

新飛行経路案【南風時】

（離陸・着陸合計：８０回／時）

現行飛行経路【南風時】

○南風運用の割合

運用全体の約4割（年間平均）

○南風時新経路の運用時間帯

15:00～19:00（切替時間を含む）

環境影響等に配慮した方策

２７

参考資料16 羽田空港機能強化に係る環境影響等に配慮した方策

出典：国土交通省

参考資料15 首都圏空港の機能強化について

出典：国土交通省

２６

諸外国の主要空港との比較

（出典）ACI Annual World Airport Traffic Report (Annual WATR ）2014:発着回数、旅客数
ＯＡＧ時刻表：就航都市数（2016年2月1日～2月7日の定期旅客便のデータ）

首都圏空港（羽田・成田）の機能強化について

首都圏空港機能強化技術検討小委員会の中間取りまとめ（概要）
（平成２６年７月８日）

・既存滑走路の延長

・滑走路の増設

・管制機能の高度化
年間＋約２万回

・高速離脱誘導路の整備
年間＋約２万回

・夜間飛行制限の緩和
年間＋α回

・滑走路の増設

■2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
以降の技術的な方策

■2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会までに実現し得る
主な技術的な方策

羽
田
空
港

成
田
空
港

・滑走路処理能力の再検証

・滑走路運用・飛行経路の見直し

計 ＋約4万回 【１日約50便】

計 ＋4万回＋α 【１日約50便】

年間＋約４万回

合計 約83万回
（年間75万回＋約8万回） 【１日約100便】

年間＋約１６万回

【現状：約30万回】

【現状：約45万回】

首都圏空港（羽田・成田）の年間発着枠の増加
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平成22年
10月31日以降

71.7

44.7

平成26年
3月30日以降

52.3

＊１．いずれも年間当たりの回数。

＊２．回数のカウントは、１離陸で１回、１着陸で
１回のため、１離着陸で２回とのカウント。

＊３．羽田空港の発着枠数の中には、深夜早朝
の国際チャーター便等の運航に使われる枠
数も含まれる。

羽田空港

成田空港

平成27年
3月29日以降

うち国際線 ６万回
昼 間 ３万回
深夜早朝 ３万回

うち国際線 ９万回
昼 間 ６万回
深夜早朝 ３万回

22 27

37
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２９

平成26年度
旅客数合計 9,520万人

その他

関空または伊丹便

羽田便

中部または名古屋便

平成26年度
旅客数合計 6,849万人

首都圏空港

関西空港

中部空港

地方空港

国内航空国際航空

年度

航空旅客輸送の動向

年度

自民党成田空港議連総会（H27.7.31開催）

成田空港に関する四者協議会※

（H27.7.15開催）
第３回首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会

（H27.7.15開催）

○ 関係自治体から、「機能強化の必要性についての理解、
認識は一致した。今後、国、千葉県、空港周辺9市町及
び空港会社が対等の立場でより具体的な検討を行うべ
く、調整を行う」旨を表明。

○ 国が地元自治体の全面的な協力を要請。千葉県、関係市
町も協力する旨を表明。

○ 8月3日、議連から千葉県知事、国土交通大臣に対し、
決議を申入れ。

〈H27.9.27〉
第三滑走路等の検討開始

※国、千葉県、空港周辺9市町、空港会社による協議会

〈H27.11.27〉
第三滑走路については、Ｂ滑走路の南側へ整備する案２を
B滑走路については、北側に延伸する案を今後の議論の
たたき台とし、調査・検討を進めていくこと等を確認。

〈H28.3.29〉
○ 地元から国・空港会社に対し、深夜早朝を含めた新たな

騒音コンターや環境対策等を早期に提示するよう要請。

○ 地域からの要望を受け、国・空港会社は、速やかに
調査・検討を進めること等を確認。

○ 国として、「機能強化のより具体的な検討に向け、千葉
県、成田市をはじめとする関係市町と、引き続き議論を
行う」旨を表明。

成田空港の更なる機能強化に係る検討状況

※第三滑走路の配置案
（平成26年7月「首都圏空港機能強化技術検討小委員会の中間取りまとめ」）

案1：B滑走路と平行する滑走
路を増設する案

案2：新滑走路の位置を南側へ
ずらす案

Ａ(4,000m)

B(3,500mに延伸)

新Ｃ(2,700m)

Ａ(4,000m)

B(3,500mに延伸)

新Ｃ(3,500m)

現在の成田空港の滑走路配置図

参考資料18

参考資料17

航空安全情報自発報告制度（VOICES）概要

成田空港の更なる機能強化に係る検討状況

出典：国土交通省

出典：国土交通省
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参考資料19 外国機に対する安全対策の概要

出典：国土交通省

参考資料20 日本における航空保安体制の変遷と費用の考え方

【航空連合作成】

日本におけるテロ・ハイジャック対策の変遷

昭和45年 よど号ハイジャック事件
→金属探知機（X-RAY）の
本格導入

導入費用について、空港整
備勘定から半額補助

平成13年 9.11米国同時多発テロ

欧米主要国において保安責任主体を従来の
航空事業者から国または空港会社へと見直し

国：1／2
空港整備勘定

航空会社：1／2
※

旅客（航空会社）

国 空港管理者

航空会社

昭和49年

国際的なテロ発生リスクは引き続き高位

日本におけるテロ・ハイジャック対策費用の考え

保安費用分担・補助 保安費用

保安料

約160億円（平成28年度）

米国・ドイツ・
シンガポール・

ニュージーランド・
マレーシア等
※警察機関含む

英国・フランス・
オーストラリア等

日本・インド

◆諸外国の状況

平成28年～

監視業務に係る経費

保安検査業務に係る経費

保安検査機器の整備

 ボディスキャナーを2020年までに国内の主要空港に導入
することを決定

 平成28年度は羽田・成田・関西・中部の4空港に導入し、
国として機器整備費用の1/2の補助※を行う

平成28年度の補助対象は、上図
※に関わる費用の一部であり、
新規のボディスキャナー導入費用
のみが対象となる。

日本における航空保安体制の変遷と費用の考え方



参考資料21 航空保安対策・空港内監視強化（平成29年度航空局関係予算概算要求概要）

ボディスキャナーは
那覇、鹿児島など
新たに８空港に導入

＜事業スキーム（＊）＞
航空会社が設置し、国と空港管理者が１／２ずつ費用負担（補助）

「テロに強い空港」を目指し、ボディスキャナーをはじめ、先進的な保安検査機器の導入
による航空保安検査の高度化を推進し、出発前の航空保安検査の厳格化と円滑化の両立を図
ります。

また、空港内の監視カメラの増強等により、国管理空港の警備体制を強化します。

保安検査の高度化

〇 検査に係る旅客の負担を抑え、検査の円滑化を図りつつ保安検査の厳格化を実現。

「航空セキュリティの向上」と「観光先進国実現」の両立に寄与。

期待される効果

【＊参照】 航空会社等が実施している保安検査（検査機器の整備費や検査職員の委託費）に対し、 空港
設置管理者は当該経費の１／２を補助。 ただし、先進的な保安検査機器の整備費については
空港設置管理者の１／２補助に加え、国として１／２を補助。

２９年度要求額 １９ （ ３ ） 億円
※（ ）内は前年度予算

○ 「ボディスキャナー」は、平成２８年度に羽田、成田など８空港に導入し、平成２９年度は那覇、
鹿児島など新たに８空港に導入します。また、全国の主要空港への導入は当初計画より１年前
倒しし、２０１９年ラグビーワールドカップ日本大会開催までの整備完了を目指します。

○ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催までに、国際テロ対策として、先進的な
「ボディスキャナー」に加え、手荷物の「高性能Ｘ線検査装置」等の導入推進を図ります。

+

≪ボディスキャナー以外の先進的な保安検査機器の例≫

機内手荷物用

機内持込・受託手荷物のＸ線検
査機器のうち、爆発物を自動的
に検知し、仕分けするシステム

蒸散痕跡物等利用爆発物検査装置

現行の接触検査に代わる
ものとして、自動的に非接
触で人体表面の異物を検

知する装置

高性能Ｘ線検査装置

＜平成２９年度計画＞

空港内監視の強化

・先進的なターミナルビル警備システムの調査・実証実験
・制限区域内の監視カメラシステム設計

○ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
開催までに、国管理空港の警備体制を強化します。

＜平成２９年度計画＞

３．セキュリティ・セイフティの万全な確保

（１）航空保安対策・空港内監視の強化

ランドサイドエリアの行動解析及び不審物解析
により、テロ等を未然に防止するシステム

受託手荷物用

不審物検知

群衆行動解析 不審行動検知

液体爆発物検査装置

爆発物等を自動で検知

今
回
拡
充

２９年度要求額
一般空港等９２２（－）億円及び
空港等維持運営費等１，９７７（－）億円の内数

※（ ）内は前年度予算

出典：国土交通省
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参考資料23 航空事故調査委員会設置法の改正

　2001年３月、衆議院国土交通委員会に航空連合の清水事務局長（当時）が参考人として呼ばれ、航空事故調査について

意見陳述を行った。設置法自体に航空連合の主張を反映させることはできなかったが、附帯決議に次の点が盛り込まれた。

　・事故調査委員会と捜査機関は国際民間航空条約の趣旨を尊重し、事故調査と犯罪捜査がそれぞれ適確に遂行されるよ

う十分協力すること。

　・事故調査委員会の組織のあり方は、体制・機能強化や陸・海・空にわたる業務範囲の拡大などの必要性を検証の上、

諸外国の例を参考に今後の課題として検討を行うこと。

参考資料22 制限区域内への不法侵入事例／国際テロ・未遂事例

【航空連合作成】

《国際テロ・未遂事例》

《制限区域内への不法侵入事例》
発生年月　 発生空港
2006. 4　神戸
2007.10　千歳
2008. 8　羽田
2009.12　福岡
2011. 1　広島
2013. 6　羽田
2014. 6　成田
2016. 5　羽田
2016. 8　千歳

概要
一般人が車でフェンスを突き破り、エプロンを走行
運送事業者トラックが貨物地区から制限区域内に侵入
一般人が貨物地区から制限区域内に侵入
自転車に乗った一般人が貨物地区から制限区域内に侵入
一般人が２メートルのフェンスを乗り越え，駐機場内に侵入
男性が車両ゲートをすり抜け、滑走路付近に進入
米国人男性が駐機地区に侵入
一般乗客が手荷物カウンター裏側から進入
一般乗客が保安検査場をすり抜け、飛行機に搭乗

発生年月　 発生国・都市
2001. 9　ニューヨーク
2006. 8　ロンドン
2009.12　米国
2010.10　イエメン
2011. 1　ロシア
2015.10　エジプト
2016. 3　ベルギー
2016. 6　トルコ

概要
同時多発テロ事件
液体爆発物を機内に持ち込み爆発させる計画が判明（未遂）
デルタ航空機内での爆破テロ行為（未遂）
米国向け航空貨物の中に爆発物が入っていることが判明（未遂）
モスクワの空港で爆破テロ事件
ロシア機爆破事件
ブリュッセル連続テロ事件（空港・地下鉄）
イスタンブール空港テロ事件
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参考資料24 運輸安全委員会とは

出典：運輸安全委員会



参考資料25 機内迷惑防止法に関する法制化までの取り組み・機内迷惑行為防止法の骨子

　航空連合は1999年10月の結成以来、機内迷惑行為の発生を抑止するため、罰則を伴った法制化に取り組んできた。

2000年５月の第１回政策実現総行動で、民主党政策調査会長と国土交通省航空局長に対し、法制化を直接要請した。また、

業界（定期航空協会）も2001年１月に航空局長宛に要請文を提出した。

　これを受けて民主党は、2001年５月に議員立法による法案提出を決定し、11月、「機内迷惑行為防止法案」を国会に

提出した。しかし、与党の反対により審議に入れず、３度にわたって継続審議となった。

　一方、航空局は2001年12月、航空局・事業者・航空連合で構成される「機内迷惑行為防止検討委員会」を設置し、

2002年10月までに５回開催した。委員会発足当初は法制化に否定的だった航空局は、航空連合の発言をはじめとする

委員会での議論や2002年５～６月に実施した利用者アンケートの結果などにより、最終的には立法化を念頭に置いた具

体的作業に着手するというスタンスに変わった。

　2003年３月、国土交通省は機内迷惑行為防止法案（航空法改正案）を国会に提出し、５月に衆議院で民主党案ととも

に審議が始まった。審議の中で、民主党案の趣旨を踏まえて政府案が修正されたことから民主党は法案を取り下げ、修正

後の政府案が衆議院で全会一致で可決された。７月には参議院でも全会一致で可決され、機内迷惑行為防止法案（航空法

改正案）が成立し、2004年１月15日に施行された。

　航空連合は、この間、政党（民主党を中心に自民党、公明党にも）、行政、業界（定期航空協会）に対し法制化を繰り

返し要請すると同時に、マスコミに対しても投稿、記者会見などを通じ法制化の必要性を訴えてきた。また、政策シン

ポジウム、安全シンポジウムを通じて組合員への浸透を図るとともに、航空連合加盟の客室乗務員へのアンケート調査

（2001年４月）、連合メーデー会場でのビラ配布（2002年５月）、全国紙への意見広告掲載（2002年６月）といった活

動を積極的に展開してきた。

〔機内迷惑防止法の骨子〕

（１）航空機内にある者は、安全阻害行為等（機内迷惑行為）をしてはならない旨を定める。

（２）機長は、国土交通省令で定める安全阻害行為等【下記】をした者に対し、当該行為を反復・継続してはな

らない旨の命令をすることができる。命令に違反した者は、50万円以下の罰金に処する。

（３）施行後３年を経過した場合、（2）の規定の施行状況を勘案し、必要がある時は検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずる。

【罰金の対象となる安全阻害行為等（国土交通省令）】

①　乗降口または非常口の扉の開閉装置を正当な理由なく操作する行為

②　トイレにおいて喫煙する行為

③　航空機に乗り組んでその職務を行う者の職務の執行を妨げる行為（セクハラ、暴言・威嚇など）であって、

当該航空機の安全の保持、当該航空機内にあるその者以外の者もしくは財産の保護または当該航空機内の秩序

もしくは規律の維持に支障を及ぼすおそれのある行為

④　航空機の運航の安全に支障を及ぼすおそれがある携帯電話その他の電子機器を正当な理由なく作動させる

　行為

⑤　離着陸時その他機長がシートベルトの装着を指示した場合において、シートベルトを正当な理由なく装着し

ない行為

⑥　離着陸時において、座席のリクライニング、テーブルまたはフットレストを正当な理由なく所定の位置に戻

さない行為

⑦　手荷物を通路その他非常時における脱出の妨げとなるおそれのある場所に正当な理由なく置く行為

⑧　非常用の装置または器具（救命胴衣、煙感知機など）を正当な理由なく操作し、もしくは移動させ、または

その機能を損なう行為
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Q1．法律により禁止命令の対象となる行為のうち、
もっとも日常的に目にする行為はどれですか？

国際線　　　　　　　　　　　　　　国内線

【単位：％ N=2,083】　　　　　　　 【単位：％ N=3,415】

① 乗降口又は非常口の扉の開閉装置を正当な理由なく操作する行為
② 化粧室において喫煙する行為
③ 客室乗務員の職務の執行を妨げる行為、
　 または機内の秩序、規律の維持に支障を及ぼす恐れのある行為
④ 航空機の運航の安全に支障を及ぼす恐れがある
　 携帯電話その他の電子機器の使用
⑤ 離着陸時、機長がシートベルトの装着を指示した場合において、
　 シートベルトの着用を正当な理由なく装着しない行為
⑥ 離着陸時において、座席の背当、テーブル、またはフットレストを
　 正当な理由なく所定の位置に戻さない行為
⑦ 手荷物を通路その他非常時における脱出の妨げとなる恐れがある場所に
　 正当な理由なく置く行為
⑧ 非常用の装置または器具、救命胴衣等を正当な理由なく操作し、
　 若しくは移動させ、又はその機能を損なう行為

【分析】国際線では項目③、項目⑦、国内線では項目⑦、項目④の回答が多
くみられている。過去の調査では国内・国際で傾向の差異は見られなかっ
たが、今調査では傾向の差異がみられている。また、内際で共通して項目
⑦の回答が増加している。 
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スライド①
Q1：禁止命令対象行為のうち、最も日常的に目にする行為は？
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15.7 

35.3 

12.1 
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8.5 

20.2 

0.2 国際線

①乗降口又は非常口の扉の開閉装置を正当な理由なく操作する行為

②化粧室において喫煙する行為

③客室乗務員の職務の執行を妨げる行為、または機内の秩序、規律の維持に支障を及ぼす恐れのある行為

④航空機の運航の安全に支障を及ぼす恐れがある携帯電話その他の電子機器の使用

⑤離着陸時、機長がシートベルトの装着を支持した場合において、シートベルトの着用を正当な理由なく装着しない行為

⑥離着陸時において、座席の背当、テーブル、またはフットレストを正当な理由なく所定の位置に戻さない行為

⑦手荷物を通路その他非常時における脱出の妨げとなる恐れがある場所に正当な理由なく置く行為

⑧非常用の装置または器具、救命胴衣等を正当な理由なく操作し、若しくは移動させ、又はその機能を損なう行為

0.9 

11.6 

20.1  

20.8 6.3 

10.7 

29.2 

0.4  国内線

①乗降口又は非常口の扉の開閉装置を正当な理由なく操作する行為

②化粧室において喫煙する行為

③客室乗務員の職務の執行を妨げる行為、または機内の秩序、規律の維持に支障を及ぼす恐れのある行為

④航空機の運航の安全に支障を及ぼす恐れがある携帯電話その他の電子機器の使用

⑤離着陸時、機長がシートベルトの装着を支持した場合において、シートベルトの着用を正当な理由なく装着しない行為

⑥離着陸時において、座席の背当、テーブル、またはフットレストを正当な理由なく所定の位置に戻さない行為

⑦手荷物を通路その他非常時における脱出の妨げとなる恐れがある場所に正当な理由なく置く行為

⑧非常用の装置または器具、救命胴衣等を正当な理由なく操作し、若しくは移動させ、又はその機能を損なう行為

スライド①
Q1：禁止命令対象行為のうち、最も日常的に目にする行為は？

0.5 

15.7 

35.3 

12.1 

7.5 

8.5 

20.2 

0.2 国際線

①乗降口又は非常口の扉の開閉装置を正当な理由なく操作する行為

②化粧室において喫煙する行為

③客室乗務員の職務の執行を妨げる行為、または機内の秩序、規律の維持に支障を及ぼす恐れのある行為

④航空機の運航の安全に支障を及ぼす恐れがある携帯電話その他の電子機器の使用

⑤離着陸時、機長がシートベルトの装着を支持した場合において、シートベルトの着用を正当な理由なく装着しない行為

⑥離着陸時において、座席の背当、テーブル、またはフットレストを正当な理由なく所定の位置に戻さない行為

⑦手荷物を通路その他非常時における脱出の妨げとなる恐れがある場所に正当な理由なく置く行為

⑧非常用の装置または器具、救命胴衣等を正当な理由なく操作し、若しくは移動させ、又はその機能を損なう行為

0.9 

11.6 

20.1  

20.8 6.3 

10.7 

29.2 

0.4  国内線

①乗降口又は非常口の扉の開閉装置を正当な理由なく操作する行為

②化粧室において喫煙する行為

③客室乗務員の職務の執行を妨げる行為、または機内の秩序、規律の維持に支障を及ぼす恐れのある行為

④航空機の運航の安全に支障を及ぼす恐れがある携帯電話その他の電子機器の使用

⑤離着陸時、機長がシートベルトの装着を支持した場合において、シートベルトの着用を正当な理由なく装着しない行為

⑥離着陸時において、座席の背当、テーブル、またはフットレストを正当な理由なく所定の位置に戻さない行為

⑦手荷物を通路その他非常時における脱出の妨げとなる恐れがある場所に正当な理由なく置く行為

⑧非常用の装置または器具、救命胴衣等を正当な理由なく操作し、若しくは移動させ、又はその機能を損なう行為

Q2．Q1の行為に遭遇したときの旅客の対応として
もっとも多いものはどれですか？

国際線　　　　　　　　　　　　　　国内線

【単位：％ N=836】　　　　　　　 【単位：％ N=1,254】

① ほとんどの場合、１回注意したら問題の行為はおさまった。
② １回の注意で問題の行為がおさまることは少なく、数回注意することが多い。
③ 注意してもおさまることは少なく、命令書の手交を検討することが多い。

【分析】2006年、2010年の調査と比較して、継続的に改善傾向がみられ
ており、法の内容および趣旨が旅客に浸透しつつあると考えられる。

スライド②
Q2：禁止命令対象行為に遭遇した時の旅客の反応で最も多いものは？

76.7 

22.4 

1.0 国内線

①ほとんどの場合、1回注意したら問題の行為はおさまった。

②1回の注意で問題の行為が収まることは少なく、数回注意することが多い。

③注意してもおさまることは少なく、命令書の手交を検討することが多い。

83.6 

16.3 

0.2 国際線

①ほとんどの場合、1回注意したら問題の行為はおさまった。

②1回の注意で問題の行為が収まることは少なく、数回注意することが多い。

③注意してもおさまることは少なく、命令書の手交を検討することが多い。

スライド②
Q2：禁止命令対象行為に遭遇した時の旅客の反応で最も多いものは？

76.7 

22.4 

1.0 国内線

①ほとんどの場合、1回注意したら問題の行為はおさまった。

②1回の注意で問題の行為が収まることは少なく、数回注意することが多い。

③注意してもおさまることは少なく、命令書の手交を検討することが多い。

83.6 

16.3 

0.2 国際線

①ほとんどの場合、1回注意したら問題の行為はおさまった。

②1回の注意で問題の行為が収まることは少なく、数回注意することが多い。

③注意してもおさまることは少なく、命令書の手交を検討することが多い。

Q6．自分の乗務便で安全阻害行為が
発生した場合、自信を持って対処できますか？

【単位：％ N=4,878】

① 対処できる
② 自信はないが対処できる
③ 対処できるか不安がある

≪「対処できる」と答えた理由≫
・法律、マニュアルがあるから。
・保安要員として訓練を行っているから
≪「対処できるか不安がある」と答えた理由≫
・事例を経験したことがないから。
・安全阻害行為として対応すべきか、判断に迷うことがあるから。
・実際の行動（書類の処理等）がイメージしにくいから。

【分析】安全阻害行為が発生した場合は対処できるとする回答が大半では
あるが、経験不足や安全阻害行為の具体例をイメージしにくいことを不安
要素としている回答も多い。訓練等のケーススタディの充実を通じ、これ
らの不安を払しょくすることができると考えられる。

22.6  

64.1 

13.3 

①対処できる

②自信はない

が対処できる

③対処できる

か不安がある

スライド⑥
Q6 乗務便で安全阻害行為が発生した場合、自信を持って対処できるか？

単位：％ N=4,878

回答の理由

①

・法律、マニュアルがあるから。
・保安要員として訓練を行っているから。
・日頃からイメージトレーニング、知識のリマインドを行っているから。
・過去に対応した経験があるから。

②

・一人では不安だが、全員が訓練を受けているので連携をとることができると
思うから。

・体格の良い男性が相手だと、怯んでしまいそう。
・当該旅客の状態によっては対応に苦慮しそう（泥酔など）

・正しい知識はあるものの、その場その場で対応しないといけないので、不測
の事態はありうる。

・根拠が不十分な場合には判断に時間を要すると思うから。
・安全阻害行為として対応するべきか、判断に迷うことがあるから。
・対応した経験がないため。

③

・慣れない業務なので、書類や連絡等がスムースに行えるか不安。
・故意なのか否かの判断に迷う事例の場合、対応に困る。
・体格の良い男性が相手だと、怯んでしまいそう。
・事例を経験したことがないから。
・周囲の乗務員に事例を経験した人がいないから。
・他の安全業務もあるなか、少ない人数で十分に対応できるか不安。
・実際の行動がイメージしにくい。

【分析】
１．前回調査と比較して、「対処できる」、「自信はないが対処できる」の合計割合が微増

２．「対処できる」とした具体的な理由としては「法律、マニュアルがある」、「訓練を行っている」、「過去に経験したことがある」といった内容が多
く挙げられている。他方、「自信はないが対処できる」、「対処できるか不安がある」とした具体的な理由には、「対応した経験がないから」、
「判断に時間を要する、迷う」、「実際の行動がイメージしにくい」といった内容が挙げられている。

⇒実際に行為が発生した時の対処については、大半が対処できるとしているものの、経験不足や行為の具体例をイメージしにくいことが不安
要素として挙げられており、訓練等においてケーススタディなどを充実することでこれらの不安の払しょくにつながると思われる。

Q8．2014年9月より電子機器の
使用基準が緩和されましたが、
旅客への周知は進んで
いると感じますか？ 

【単位：％ N=4,912】

① かなり進んでいる
② 少し進んでいる
③ これまでと変わらない
④ 全く進んでいない

【分析】全体の約95％が、さまざまな媒体で周知が行われていること、電
子機器の使用について質問が減っていることを理由に周知が進んでいると
認識している。他方、利用頻度が少ない旅客や高齢者には十分に浸透して
いないという意見も多く、旅客の利用頻度によって詳細に対する理解度（機
材ごとの違い等）が異なっており、改善の余地があると考えられる。
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37.5 

4.5 

0.3 

①かなり進んでいる

②少し進んでいる

③これまでと変わら

ない

④全く進んでいない

単位：％ N=4,912

番号 理 由

①
・使用基準などについて質問を受けることがほとんどない。
・機内アナウンスをはじめ、様々な媒体で周知を行っているから。
・フライトモードで電子機器を使用している旅客が多いから。

②

・緩和されたことは浸透しつつあるが、マナーモードでも携帯電話は使用可能
と誤解をしている旅客も多い。

・高齢者等の電子機器に不慣れな旅客や旅慣れない旅客への浸透は十分で
はない。
・緩和された部分だけの周知が進んでいると思う。

・携帯電話のカメラ機能の使用について、他の旅客から指摘を受けることがあ
る。
・機材によって異なることは伝わっていないと感じる。

③

・機内アンケートなどで、「携帯電話の使用に対して声をかけていなかった」と
いう指摘が散見されるため。

・頻繁に利用する旅客への周知は進んでいると思うが、それ以外の旅客への
周知はまだ十分ではない。
・機内モードについて理解していない旅客はまだ多い。

【分析】
１．全体の約95％が周知は進んでいると認識している。

２．周知が進んでいる理由として、機内アナウンスや機内誌をはじめ、様々な媒体で周知が行われており、電子機器の使用について質問が減っ
ていることが多く挙げられている一方で、利用頻度が少ない旅客や高齢者などには十分に浸透が行われていないという意見も多くみられた。

⇒規制の緩和について一定の周知は行われていると思われるが、利用頻度によって理解度は異なっている。また、規制が緩和されたこと自体
は知っていても、機材ごとの違い（タイプⅠ～Ⅳ）など、詳細に対しては周知が十分に行われているとは言えないと考えられる。

スライド⑧
Q8 2014年9月の電子機器使用基準の緩和に関する旅客への周知は？

Q10．規制の緩和以降、乗務中に
電子機器の使用について
困ったことはありますか？

【単位：％ N=1,680】

① GTBなどのイレギュラー時、
　 どのタイミングで使用制限を
　 解除してよいか判断に困る。
② 乗務する機材のなかに
　 Ⅰ型とⅡ型が混在しており、
　 使用基準を混同してしまう。
③ 規制の内容が外国と異なるため、
　 外国人旅客への説明に困った。
④ アナウンスで通話機能の使用自粛を
　 呼び掛けているにもかかわらず、使用する旅客がいた。
⑤ 機内業務（アナウンスやライブデモ）の録音・撮影、
　 無許可でCAの写真を撮影された
⑥ 離陸前/着陸前の安全確認の際、機内モードの確認依頼をしにくくなった
⑦ 旅客間でのトラブルが発生した。
⑧ 特にない。
⑨ その他

【分析】「機内業務の録音・撮影、無許可でCAの写真を撮影された」に関し
ては、自由記述回答の中にも「未然に防止できたが、スカートの中を盗撮
されそうになった」という回答もみられている。また、「離着陸前の安全確
認の際に機内モードの確認依頼をしにくくなった」という回答も多くみら
れており、機内における電子機器の使用に関する課題が顕在化しにくくな
りつつある状況も考えられる。今後、規制が緩和されたことにより、他の
安全阻害行為、迷惑行為の要因となりうる事象が発生する懸念もあると考
えられる。
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28.2  

2.0  ①GTBなどのイレギュラー時、どのタイミングで使用制限を解除してよいか判断に困る。

②乗務する機材のなかにⅠ型とⅡ型が混在しており、使用基準を混同してしまう。

③規制の内容が外国と異なるため、外国人旅客への説明に困った。

④アナウンスで通話機能の使用自粛を呼び掛けているにもかかわらず、使用する旅客がいた。

⑤機内業務(ｱﾅｳﾝｽやﾗｲﾌﾞﾃﾞﾓ）の録音・撮影、無許可でCAの写真を撮影された

⑥離陸前/着陸前の安全確認の際、機内モードの確認依頼をしにくくなった

⑦旅客間でのトラブルが発生した。

⑧特にない。

⑨その他

「その他」の内容

・WiFiを利用して通話していた。
・機内で通話を自粛するよう呼びかけているにもかかわらず、通話していた。
・全員に対して個別にフライトモードの確認をしにくい。
・端末ごとにフライトモードの設定方法が異なり、分かりにくい。
・非常口座席ではPCを膝の上などにおけないため、他の座席との不公平感を口
にする旅客がいた。

・大型PCを使用している旅客の荷物収納について。
・英語、日本語が通じない旅客への対応に苦慮する。

・搭乗直後から音楽プレーヤーを使用している場合、アナウンスなどが聞こえな
いため、チェックの際に声をかけなくてはならない。

【分析】

１．選択肢では、「離着陸前の安全確認の際に機内モードの確認
依頼をしにくくなった」が最も多く（約23％）、次いで「GTBなどの

イレギュラー時、どのタイミングで使用制限を解除してよいか
判断に困る」が多かった（約12％）

２．「アナウンスなど機内業務の録音・撮影、無許可でCAの写真を
撮影された」についても、約11％が困ったケースとして挙げて

おり、自由記述の中では「未然に防止できたがスカートの中を
盗撮されそうになった」という記述も見られた。

３．規制が緩和されたことにより、常時PCを使用することができるよ
うになったため、離着陸時のPCの収納について苦慮したとの
意見も多くみられた。

⇒規制緩和により、手荷物収納をはじめ、他の安全阻害行為、迷
惑行為の要因となりうる事象が発生する懸念がある。

単位：％ N=1,680

スライド⑩
Q10 規制緩和以降、乗務中に電子機器の使用について困ったケースは？
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【航空連合作成】
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危険物輸送に関する技術的な指針

BASAの必要性

　ICAO（国際民間航空機関）では２年に１度、「危険物の航空輸送に関する技術指針」を審議している。国土交通省

はその内容について全日本航空事業連合会の航空危険品委員会に諮問し、審議と検証を経て、日本政府としての対応

方針を策定している。

出典：国土交通省
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参
考
資
料

参考資料29 EASA（European Aviation Safety Agency）

　欧州連合（EU）の民間航空安全を司る機関。2002年にJAA（Joint Aviation Authorities）からEASAへの移行が決

定されている。これまで欧州各国はJAAのレギュレーションに基づき自国の航空法を改正してきたが、EUは世界レベ

ルの高い航空安全を確立させるため、EASAにより加盟国共通の基準を作り、法的な拘束力をもたせようとしている。

これにより、EU域内では航空機の安全性に関わる証明は統一される。

参考資料30 国内における旅行消費額（2015年）

出典：観光庁
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視 点 １
「観光資源の魅力を極め、

地方創生の礎に」

視 点 ２
「観光産業を革新し、国際競争力
を高め、我が国の基幹産業に」

視 点 ３

「すべての旅行者が、ストレスなく
快適に観光を満喫できる環境に」

■「魅力ある公的施設」を、ひろく国民、
そして世界に開放
・赤坂や京都の迎賓館などを大胆に公開・開放

■「文化財」を、「保存優先」から観光客
目線での「理解促進」、そして「活用」へ
・2020年までに、文化財を核とする観光拠点を
全国で200整備、わかりやすい多言語解説など
1000事業を展開し、集中的に支援強化

■「国立公園」を、
世界水準の「ナショナルパーク」へ
・2020年を目標に、全国５箇所の公園について
民間の力も活かし、体験・活用型の空間へと
集中改善

■おもな観光地で「景観計画」をつくり、
美しい街並みへ
・2020年を目途に、原則として全都道府県・
全国の半数の市区町村で「景観計画」を策定

■古い規制を見直し、
生産性を大切にする観光産業へ
・60年以上経過した規制・制度の抜本見直し、
ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの経営人材育成、民泊ﾙｰﾙの整備、
宿泊業の生産性向上など、総合ﾊﾟｯｹｰｼﾞで
推進・支援

■あたらしい市場を開拓し、
長期滞在と消費拡大を同時に実現
・欧州・米国・豪州や富裕層などをﾀｰｹﾞｯﾄにした
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ、戦略的なﾋﾞｻﾞ緩和などを実施

・MICE誘致・開催の支援体制を抜本的に改善
・首都圏におけるﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄの受入環境改善

■疲弊した温泉街や地方都市を、
未来発想の経営で再生・活性化
・2020年までに、世界水準DMOを全国100形成
・観光地再生・活性化ﾌｧﾝﾄﾞ、規制緩和などを
駆使し、民間の力を最大限活用した
安定的・継続的な「観光まちづくり」を実現

■ソフトインフラを飛躍的に改善し、
世界一快適な滞在を実現
・世界最高水準の技術活用により、出入国審査の
風景を一変

・ｽﾄﾚｽﾌﾘｰな通信・交通利用環境を実現
・ｷｬｯｼｭﾚｽ観光を実現

■「地方創生回廊」を完備し、
全国どこへでも快適な旅行を実現
・「ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾚｰﾙﾊﾟｽ」を訪日後でも購入可能化
・新幹線開業やｺﾝｾｯｼｮﾝ空港運営等と連動した、
観光地へのｱｸｾｽ交通充実の実現

■「働きかた」と「休みかた」を改革し、
躍動感あふれる社会を実現
・2020年までに、年次有給休暇取得率70％へ向上
・家族が休暇をとりやすい制度の導入、休暇取得
の分散化による観光需要の平準化

これまでの議論を踏まえた課題

「明日の日本を支える観光ビジョン」－世界が訪れたくなる日本へ－ 概要

■我が国の豊富で多様な観光資源を、
誇りを持って磨き上げ、その価値を
日本人にも外国人にも分かりやすく
伝えていくことが必要。

■観光の力で、地域の雇用を生み出し、
人を育て、国際競争力のある生産性の
高い観光産業へと変革していくことが
必要。

■CIQや宿泊施設、通信・交通・決済など、
受入環境整備を早急に進めることが必要。

■高齢者や障がい者なども含めた、すべての
旅行者が「旅の喜び」を実感できるような
社会を築いていくことが必要。

「観光先進国」への「３つの視点」と「１０の改革」

１

平成28年３月30日策定

訪日外国人旅行消費額

安倍内閣３年間の成果

新たな目標への挑戦！

戦略的なビザ緩和、免税制度の拡充、出入国管理体制の充実、航空ネットワーク拡大
など、大胆な「改革」を断行。

・訪日外国人旅行者数は、２倍増の約2000万人に

・訪日外国人旅行消費額は、３倍増の約３.５兆円に

（2012年） （2015年）

836万人 ⇒ 1974万人

１兆846億円 ⇒ ３兆4771億円

地方部での外国人延べ宿泊者数

外国人リピーター数

日本人国内旅行消費額

訪日外国人旅行者数 2020年： 4,000万人 2030年： 6,000万人

2020年： 8兆円 2030年： 15兆円

2020年： 7,000万人泊 2030年：1億3,000万人泊

2020年： 2,400万人 2030年： 3,600万人

2020年： 21兆円 2030年： 22兆円

新たな目標値について

（2015年の約2倍） （2015年の約3倍）

（2015年の2倍超） （2015年の4倍超）

（2015年の3倍弱）

（2015年の約2倍）

（2015年の5倍超）

（2015年の約3倍）

（最近5年間の平均から約5％増） （最近5年間の平均から約10％増）

参考資料31 明日の日本を支える観光ビジョン概要

出典：明日の日本を支える観光ビジョン構想会議
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参
考
資
料

参考資料32

参考資料33

国民１人当たり国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移

訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）2014年・2015年

出典：観光庁

出典：観光庁
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これまでの航空連合の産業政策提言と主な成果

提言

PART 1
航空行政、
空港整備と

財源

PART 2
航空安全政策

PART 3
利用者本位の
空港づくり

PART 4
観光政策

PART 5
環境政策

具体的な提言、主張内容（概要）

・航空機燃料税を廃止すべき

・空港経営改革の推進とあわせて空港整備
勘定を見直すべき

・民間委託などを通じて空港の経営改革を
推進すべき

・関空については補給金に頼らない経営改
善を図るべき

・空港ごとの収支を開示すべき

・離島生活路線は維持すべき政策路線とし
て国が責任を持って補助すべき

・首都圏空港容量の更なる拡大と管制処理
能力向上を図るべき

・中部空港の第2滑走路建設に反対
・伊丹空港の縮小反対
・安全性確保の観点から与那国空港の滑走

路を延長すべき

・総合的な安全管理体制を確立すべき

・航空保安体制について国の責任を明確化
し、基本方針等を規定すべき

・事故調査組織に強い権限、犯罪捜査に優
先する枠組みをつくるべき

・再発防止を唯一の目的とし、組織を国交
省から切り離し、独立性を確保すべき

・安全性の向上と効率的な運航の観点から
管制を一元化すべき

・機内迷惑行為防止法を制定すべき

・航空法と航空機製造事業法の二重適用を
是正すべき

・空港アクセスの改善

・観光政策を国の成長戦略に位置付けるべき
・訪日外国人誘致と両輪で国民の旅行促進

を図るべき

・バイオジェット燃料の研究開発費用の拡充
・地球温暖化対策における公平性の確保

主な成果

・2011年度から2013年度の3年間に約3割軽減（年間約250
億円）、さらに2014年度から2016年度の3年間も軽減措置
が延長された

・空港経営改革の実行方針に提言を行った
・「民活空港運営法」の成立（2013年6月）に貢献し、「安心・安

全の確保」、「お客様・働くものの視点からの環境改善」など
を法案に反映

・仙台空港の民間への運営権委託（2016年7月）
・国管理空港に対する顧客満足度調査の実施
・関空の民間委託と補給金廃止（2015年度）
・国管理空港の空港別収支の開示

・離島路線補助の財源が、地域公共交通確保維持改善事業に
一般財源化（2012年度から）

・羽田空港の再沖合化や処理容量値見直し（2012年）、
  成田暫定平行滑走路供用開始等
・首都圏空港の機能強化策とりまとめと、年間約82.6万回化

に向けた検討の推進（2014年）
・関空、伊丹両空港での価値を高めるべく、伊丹空港の活用

促進（ジェット枠、長距離路線の拡大等）
・与那国空港の滑走路延長（2007年3月供用開始）

・航空法改正による安全管理体制の導入（安全管理規程の策
定と安全統括管理者の選任の義務化等）（2006年10月）

・交通政策基本法に「航空保安」の重要性と責任の明確化につ
いて附帯決議を反映（2013年）

・第190回通常国会にて民進党航空政策議員フォーラムによ
る航空保安体制強化に関する議員立法を提出（2016年）

・運輸安全委員会の設立（2008年10月）

・嘉手納ラプコンが米軍から日本（航空局）に移管（2010年3月）
※ラプコン：Radar Approach Controlの略称で、離陸後の上昇飛行、
　または着陸のための降下飛行を行う航空機に対して、レーダーを使用

して行う管制業務。

・機内迷惑行為防止法（航空法改正）が成立
  （2003年7月成立、2004年1月施行）

・航空機製造事業法の事業許可基準等の見直しによる作業・
手続きの効率化（2012年）

・浜松町駅にJR京浜東北線快速が停車（2002年7月）
・成田新高速鉄道の開設等

・観光庁新設（2009年）、
観光立国推進閣僚会議の発足（2013年）等

・「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」へ航空連
合の要望が反映（2014年、2015年、2016年）

・バイオジェット燃料の研究開発関連予算増額（経済産業省）
・地球温暖化対策税の還付措置（2012年から2016年度末）
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地方別政策提言と主な成果

提言

働きやすい
空港づくり

利用者に
やさしい

空港づくり

空港アクセス
の整備

地域観光

具体的な提言、主張内容（概要）

・託児所の空港施設内への設置（東京）
・視認性の低い車両通行帯への対応
  （成田・愛知・大阪・福岡）
・航空機用のグランドアースポイントの設

置（福岡）
・ランプ内の水はけの悪い場所や段差のあ

る場所の改修（全組織）
・貨物ソーティングエリアの施設改善によ

る安全性・生産性の向上（愛知）
・空港職員の通勤用駐輪場の整備、改善
  （福岡）

・出発ロビー保安検査場の混雑解消
  （北海道・沖縄）
・直線距離が長い通路へのムービングウォ

ークの配備（大阪）
・利用者目線での分かりやすいターミナル

案内板への変更（成田・大阪）
・ターミナル内におけるAEDの適切な設置
  （成田）
・空港内飲食店の営業時間の見直しや薬局

等の設置（成田・沖縄）
・エレベーターの増設・大型化、エスカレ

ーターの増設・双方向化など空港のバリ
アフリー化の推進（全組織）

・羽田空港内のターミナルの色分けに応じ
た道路の路面と看板の色の統一（東京）

・川崎方面と羽田空港をつなぐ橋の建設
  （東京）
・成田空港の検問ゲート見直し（成田）
・空港周辺道路の混雑解消（成田）
・中部国際空港連絡道路の通行料値下げ
  （愛知）
・従業員駐車場の拡充（沖縄）

・観光産業の育成・発展のため、観光ガイ
ド養成等の人材育成機関の設置（沖縄）

主な成果

・羽田空港第1ターミナルに保育所を設置（2007年）
・車両通行帯にビーズ入りや蛍光塗料等による塗装で視認性

を高める対応（各空港）
・国管理空港におけるアースポイントの設置完了（2016年）
・ランプ内の改修による段差等の解消（各空港）
・貨物ソーティングエリアの段差解消（愛知）
・福岡の空港職員用駐輪場の整備（2015年）

・保安検査場の増設や施設改修の実施（北海道）
・伊丹空港におけるムービングウォークの設置
・成田空港における乗り継ぎ案内表示の改善、神戸空港にお

けるゲート案内表示の大型化
・成田空港バスラウンジへのAED設置（2015年）
・成田空港における24時間営業のコンビニエンスストアや

飲食店の新設（2015年～2016年）、新石垣空港における
薬局の新設（2015年）

・バリアフリー化の推進（各空港）

・路面と標識の色の統一（東京）
・神奈川口構想として川崎と羽田空港を結ぶ多摩川を横断す

る橋の工事を決定（2015年）
・成田空港のノンストップゲート化と、道路上の色分け標示

によるターミナル行先の明確化（2015年）
・成田空港周辺道路の右折レーンの増設による混雑解消
  （2014年）
・中部国際空港連絡道路の通行料金の値下げを決定（2016年、

2017年度より値下げ予定）
・新石垣空港の従業員用駐車スペースの拡充（2016年）

・沖縄観光コンベンションビューロー内に観光人材育成セン
ターを新設（2006年）

参
考
資
料

航空連合地方組織

航空連合東京
約19,000名

航空連合北海道
約1,600名 航空連合成田

約8,800名

航空連合愛知
約1,000名

航空連合大阪
約3,200名

航空連合福岡
約1,000名

航空連合沖縄
約2,200名

〈伊丹空港に設置された動く歩道〉

〈成田空港の案内表示の改善〉


